
岡 情 審 査 第 ９ 号  

平成３０年 ５月３０日  

岡 山 市 長  大 森  雅 夫 様 

岡山市行政不服・情報公開・個人情報保護審査会     

             会  長    福 重  さ と 子

岡山市個人情報保護条例第１７条の規定に基づく諮問について（答申） 

平成２９年８月１日付け岡財第２６０－１号による下記の諮問について、

別紙のとおり答申します。 

記 

保有個人情報の目的外利用及び外部提供の中止請求に対し、拒否とした決

定に対する審査請求についての諮問 
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別 紙 

答申第１２６号 

第１ 審査会の結論

本件保有個人情報の目的外利用及び外部提供の中止請求に対して、岡山

市長（以下「実施機関」という。）が行った拒否決定は妥当である。 

第２ 審査請求及び諮問の経緯

１ 本件審査請求人（以下「請求人」という。）は、平成２９年６月１３

日付けで、実施機関に対し、岡山市個人情報保護条例（平成１２年市条

例第３４号。以下「条例」という。）第１３条第１項の規定に基づき、

請求人の課税情報全てについて、保有個人情報目的外利用及び外部提供

の中止請求（以下「本件請求」という。）を行った。 

  条例１３条第１項には、登録業務の目的の範囲を超えて保有個人情報

の記録が利用されている場合（ただし、実施機関の正当な行政執行に関

連があるときなど例外規定に該当する場合を除く。）や、登録業務の目

的の範囲を超えて実施機関以外のものに保有個人情報が提供されている

場合（ただし、国、他の地方公共団体等に提供する場合でその業務の遂

行のために必要があるときなど例外規定に該当する場合を除く。）には、

目的外利用や外部提供の中止を請求することができると規定されてい

る。  

なお、本件請求の対象となる保有個人情報とは、実施機関の職員が職

務上作成し、又は取得した個人情報であって、当該実施機関の職員が組

織的に利用するものとして、当該実施機関の公文書に記録されているも

のである。 
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２ 本件請求に対し、実施機関は、請求人が実施機関を被告として提起し

た課税処分取消訴訟において、実施機関が同年〇月〇日付けで裁判所に

提出した、請求人の事業主名を記載した答弁書（以下「本件公文書」と

いう。）」と特定したうえで、同年６月２７日付けで、目的外利用の中

止請求については条例第９条第１項第１号「本市の正当な業務執行に関

連があるとき」に該当し、外部提供の中止請求については条例第９条第

２項第１号「国（裁判所）に提供する場合でその業務の遂行のために必

要があると認められるとき」に該当するとして、拒否決定を行った。 

３ 請求人は、上記の拒否決定に対し、同年７月７日付けで、拒否決定を

取り消し、目的外利用及び外部提供の中止を求める審査請求（以下「本

件審査請求」という。）を行った。 

４ 実施機関は、同年８月１日付けで、本件審査請求の取扱いについて、

条例第１７条の規定に基づき、当審査会に本件諮問を行った。 

第３ 請求人及び実施機関の主張要旨

請求人及び実施機関の主張の要旨は、次のとおりである。 

１ 請求人の主張要旨 

請求人の勤務先に関する情報が、請求人本人の了解もなく、裁判所に

求められていないにもかかわらず、地方税法第２２条に違反し、違法に

外部に提供した事実がある。地方税法第２２条は税務調査によって知り

得た納税者等の秘密を保護し、あわせて地方税の賦課徴収を円滑に行う

ことを目的としている。条例第９条第２項第１号に該当する場合でも、

法令に違反して無条件に個人情報を提供することは許されていない。 

２ 実施機関の主張要旨 
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請求人が実施機関を被告として提起した課税処分取消訴訟において、

請求人の事業主名を答弁書に記載して裁判所に提出したこと（以下「本

件提供」という。）は、被告の通常の訴訟上の防御方法の一環として行

ったもので、請求人の事業主の記載があっても、訴訟外で請求人に不利

益が及ぶなどということは通常考えられず、相当性の範囲内のもので、

違法性の問題は生じえない。したがって条例第１３条第１項各号のいず

れにも該当せず、目的外利用の中止請求権及び外部提供中止請求権は発

生しない。 

第４ 審査会の判断

条例に基づく個人情報保護制度は、実施機関に対し、個人情報の収集、

管理及び利用・提供の全般にわたり、その適正な取扱いを義務付けており、

この実施機関に課せられた義務の実効性を担保するという観点から、保有

個人情報について本人開示・訂正・利用停止の請求制度が設けられている。   

当審査会は本件提供について、条例第９条第１項及び第２項に該当す

るか判断する。 

１ 条例第９条第１項の該当性について 

条例第９条第１項は目的外利用に関するもので、例外項目に該当する

場合を除き、登録業務の目的の範囲を超えて保有個人情報の記録を利用

してはならないと規定している。請求人は目的外利用の中止を請求した

が、目的外利用とは、実施機関内部における、本来の収集目的を超えて

の利用のことであり、実施機関が裁判所に本件公文書を提出したことは

目的外利用に該当しない。 

２ 条例第９条第２項の該当性について 
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条例第９条第２項は外部提供に関するもので、国、独立行政法人等、

他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人に提供する場合でその業務

の遂行のために必要があると認められるときなど、例外項目に該当する

場合を除き、登録業務の目的の範囲を超えて実施機関以外のものに保有

個人情報を提供してはならないと規定している。本件提供は、裁判所か

らの求めに基づくものではなく条例第９条第２項には該当しない。

なお、本件提供は、個人住民税の賦課業務に関する訴訟上の防御とし

て、裁判所へ特別徴収義務者を記載した答弁書を提出したもので、個人

市民税の賦課業務を遂行するために、登録業務の目的の範囲内で提供し

たと認められる。 

３ 結論 

以上の理由により、当審査会は、「第１ 審査会の結論」のとおり判

断するものである。 

第５ 審査会の処理経過

当審査会における処理経過は次のとおりである。 

年 月 日 処理内容 

平成２９年 ８月 １日 諮問書の収受 

平成２９年 ８月２８日 請求人側意見書の収受 

平成２９年１１月３０日 審議

平成３０年 ３月１５日 審議 

平成３０年 ４月１３日 審議 

平成３０年 ５月３０日 答申 


